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（研究成果の要約） 

近年、父親も母親同様に産後うつのリスクが高まることなど、保健医療および社会的な課

題が示されてきている。また、父親を支援するための根拠となる法律に乏しいなどの課題も

明らかになっている。そこで、本研究では、父親の生活や健康状態を明らかにし、子どもの

健全育成・保健政策の立案につなげるための疫学的な資料を提示することを目的としてい

る。 

本年度は、国民生活基礎調査の二次データ解析、社会生活基本調査のデータの整理と抽出、

父親に対する介入に関する系統的レビューに向けた文献検索をおこなった。国民生活基礎調

査のデータ解析では、夫婦ともにメンタルヘルス不調のリスクのある世帯が 3.4％にのぼる

こと、父親の長時間労働がそのリスク因子の一つであること（調整オッズ比：1.64，95％信

頼区間：1.06-2.54）が示された。社会生活基礎調査のデータの整理については、20 万人を

対象とする調査票 Aと、より詳細なデータを有する 1万人を対象とする調査票 Bのいずれに

ついても、個人単位のデータを世帯単位に結合し、分析対象となる世帯を抽出するためのコ

マンドを作成した。国内文献について検索をおこない、スクリーニングを経て 34 件が抽出

された。国内での介入は周産期の教育的介入が多く、サンプルサイズも十分ではないなど、

まだ十分な根拠がないことを明示した。海外文献の系統的レビューの実施に向けて、「職域」

に限定をした検索式の構築をおこなった。 

本研究では、父親のメンタルヘルス不調の実態や、そのリスク因子を提示することができ

た。また、父親の生活の実態の解明や、介入方法を検討するための資料を作成するための準

備も進んでおり、来年度以降の取り組みに向けて、当初の計画通りの成果が得られた。なお、

本研究課題は来年度の継続課題にも選定されているが、本研究課題に類似した厚生労働科学

研究の課題「わが国における父親の子育て支援のための研究（20DA0201）」への応募が採択

されたため、本研究は今年度で終了とし、その成果は上記の厚労科研に引き継いで、さらに

有効に成果を活用できるよう努めていく。 

 

１．研究目的 

 本研究では産後の夫婦、乳幼児がいる家

庭に焦点を当てて、乳幼児を育てている父

親や母親の生活や、心身の健康状態の実態

把握とそのリスク要因の探索することと、

育児参加や労働環境の改善が子どもの健全

育成に及ぼす影響に関する先行研究の知見

の整理をおこなうことが計画されている。  

父親に関する研究やデータが限られる中

で、できるだけ代表性の高いデータを用い

るために、政府統計の活用に着目した。ま

た、知見の整理のために、系統的レビュー

をおこなうこととした。これらの調査・研

究を通じて、父親の健康状態や生活の実態

に関する科学的根拠を提示することを本研

究の目的としている。 

 3か年計画の初年度である今年度は、①夫

婦単位でのメンタルヘルスの評価の重要性

の提示、②父親の生活（ワーク・ライフ・

バランス）の実態解明に向けたデータの整

理、③生活環境・労働環境の改善が子ども

の健全育成に及ぼす影響に関する系統的レ

ビューの着手、に取り組んだ。 
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３．研究成果 

3-1．夫婦単位でのメンタルヘルスの評価の

重要性の提示 

 厚生労働省が実施している国民生活基礎

調査の 2016年のデータを用いて、全データ

セットから、末子が 1 歳未満の子どもを養

育している 3,514 世帯を抽出し、その父親

と母親のメンタルヘルスの実態把握をおこ

なった。メンタルヘルスの評価には、メン

タルヘルス不調のスクリーニングツールと

して国際的に広く使用されている K6 を用

い、K6 の 9-12 点を中程度、13 点以上を重

度の Psychological distress と定義した。

そして、産後 1 年間における中程度以上の

Psychological distressの頻度を i)父親、

ii)母親、iii)夫婦のいずれか、iv)夫婦の

両方の 4 つのグループで記述したところ、

それぞれ 11.0％、10.8％、15.1％、3.4％で

あった（表１）。 

 

 
 

 また、父親・母親のいずれかがメンタル

ヘルス不調のリスクがある状態だと、その

パートナーのメンタルヘルス不調のリスク

が中程度、重度でそれぞれ、4.8 倍と 3.7倍

上昇することが示された。多変量ロジステ

ィック回帰分析により、夫婦の両方が中程

度以上の Psychological distressであるこ

とと関連する因子として、産後 6-9 か月時

（調整オッズ比：2.38，95％信頼区間：

1.24-4.58）、世帯 1人当たりの支出が多い

こと（2.45， 1.27-4.75）、父親の労働時

間が週 55 時間以上（1.64，1.06-2.54）、

母親の睡眠時間が 6 時間未満（1.76，

1.14-2.74）、が示された。 

 父親のメンタルヘルス不調の頻度は母親

とほぼ同程度であったことや、3.4％の世帯

で夫婦の両方が中程度以上のメンタルヘル

ス不調のリスクであると判定されたこと

は、産後には母親だけでなく、父親のメン

タルヘルスの評価の重要性に加え、世帯単

位での評価が必要であることを示してい

る。父親の長時間労働が夫婦にとってリス

クであることが示唆されたことは、わが国

の「働き方改革」をより一層推進するため

の根拠となることが期待される。なお、こ

れらの解析結果はすでに英文誌に投稿済み

である。また、2020 年 2 月におこなわれた

日本疫学会において発表済である。 

 

3-2．父親の生活（ワーク・ライフ・バラン

ス）の実態解明に向けたデータの整理 

 幼い子どもを育てている父親の生活の実

態はほとんど把握されておらず、またその

詳細を把握するとなると、研究はほとんど

おこなわれていない。 

 総務省の社会生活基本調査は国民の生活

時間の配分や，仕事と生活の調和（ワーク

・ライフ・バランス）の推進を把握するた

めの政府統計であり、この中から父親を定

義して抽出することで、父親の生活の実態

が把握できると考えた。2019 年 5 月から申

請準備にとりかかり、9月に利用の承認を得

た。調査票 A（約 9 万世帯、20 万人のデー

タ）とより詳細な分類がおこなわれている

調査票 B（約 1万人のデータ）を用い、1歳

未満の末子のいる世帯を抽出に向けて、デ

ータの読み込みと、個人単位のデータを世

帯単位に結合・加工し、分析対象基準を満

たした世帯のみを抽出するための SPSSのコ

産後1年間
父親

中程度・重度 11.0%
重度 3.7%

母親
中程度・重度 10.8%
重度 3.5%

夫婦いずれか
中程度・重度 15.1%
重度 5.2%

夫婦の両方
　 中程度・重度 3.4%
　 重度 0.4%
中程度：K6で9-12点
重度：K6で13点以上

表１．父親・母親・夫婦単位でみたメンタ
ルヘルス不調のハイリスク者の頻度



 

マンド作成をおこなった。それにより、調

査票 A、B それぞれから、およそ 2200 世帯

（父親：2116 件、母親：2177 件）と、120

世帯（父親 106 件、母親 114 件）を抽出し

た。 

 

3-3．生活環境・労働環境の改善が子どもの

健全育成に及ぼす影響に関する系統的レビ

ューの着手 

 子育て期の父親を対象とした効果的な介

入施策に関するエビデンスを整理するため

に、医中誌 Webを用いた国内文献の検索と、

MEDLINE、 EMBASE、 CENTRAL、 PsycINFO、

CINAHL、ERIC、SSID の 7 つの検索エンジン

を用いた父親を対象とした海外での介入研

究に関して、系統的レビューの検索式の構

築をおこなった。 

 国内文献では 1,984 件がヒットし、一次

スクリーニングを行った結果、34 件につい

て内容を整理した（表２）。その多くは周

産期の両親学級・父親学級をフィールドと

しており、知識の提供や育児方法を指導す

るような教育的な介入であった。また、サ

ンプルサイズは非常に小さく、エビデンス

は蓄積されているとは言えない状況にある

ことを明示できた。 

 

表２．整理した 34件の国内文献の概要 

フィー

ルド 

・出産（予定）病院 

・自治体主催の両親学級 

・乳幼児健診 

・幼稚園・保育園 

対象者 ・妊産婦のパートナー 

・未就学児の父親 

・多胎児の父親 

介入内

容 

＜妊娠中＞ 

・両親学級・父親学級の受講

（出産・育児に関する情報提

供、立会分娩に関する情報提

供、妊婦体験、育児体験、父

親役割の意識づけ） 

＜産後＞ 

・育児スキル指導（沐浴等） 

・情報提供 

・父親面談 

＜乳幼児＞ 

・乳幼児健診への参加 

・育児講座 

 海外文献の検索式の構築は、医学文献の

専門司書の支援を受けながら進め、レビュ

ーの結果を日本で活用することを考えた場

合、その実現可能性を考えて「職場」での

介入研究に限定することとした。今回使用

した 5 つのデータベースを検索した結果、

2020 年 3 月時点で、合計 7122 件の文献が

ヒットしている。これらの文献を対象に、

今後スクリーニングやデータ抽出の作業を

進めていく予定である。 

 

４．研究内容の倫理面への配慮 

 今年度、本研究で取り組んだ課題はいず

れも二次データ解析や既存資料の検索であ

り、本研究による一次データの収集や個人

情報の取り扱いはおこなっていない。二次

データ解析に当たっては、統計法第 33条に

基づいて申出をおこなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


